 eq \o\ac(○,調)様式第105号(4)　（ 正・副 ）
〔 雇用調整助成金 ・ 中小企業緊急雇用安定助成金 （該当するものを○で囲むこと。）〕

〔 休業 ・ 教育訓練 （該当するものを○で囲むこと。）〕
	①

休業・教育訓練

対象被保険者
氏名
	②
被保険者
番号
	③
被保険者資格

取得年月日
※対応日
　　．　．
	④
判定基礎期間

内の（休業・

教育訓練）
日数
	⑤
裏面の注意
の３により
算定した額
	⑥
休業・教育
訓練に係る
手当（賃金）
の支払額
	⑦
⑤又は⑥の
うちいずれか
低い額
	※
確　認　欄
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注　意

１　判定基礎期間ごとに記入すること。判定基礎期間において、休業と教育訓練を併行して実施した場合は、休業に係る部分と教育訓練に係る部分をそれぞれ別の用紙に記入して提出すること。

２　④欄には、休業又は教育訓練の日数（その合計は、この様式（３）の⑤欄の合計と一致すべきものである。）を記入すること。なお、所定労働時間内に１時間以上行われた休業については、当該休業の時間数を当該所定労働時間の数で除して得た数を日数として記入すること。

３　⑤欄には、④欄に記入した日数に（基本手当日額の最高額×助成率の逆数）を乗じて得た額を記入すること。

４　判定基礎期間内に対象被保険者について転出入、被保険者資格の喪失又は解雇の予告があったときは、その旨及びその事実の生じた年月日を①欄に氏名の下に注記するとともに、当該対象被保険者についてはその事実の生じた日まで（転入の場合は、その日の翌日から）の分についてのみ記入すること。

５　あみかけ欄については、様式第105号（２）を提出する場合は、記入を省略して差し支えないこと。

６　※印欄には記入しないこと。
